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1. はじめに 

著者は、株式会社ニコン（以下、ニコン）の横串組織で、複数事業部で活用できる設計・技術開発を

進めている。一般的に事業部は、製品開発という明確なターゲットがあり、その開発に最適化された機

能別組織で構成されている。さらに、各組織には、それぞれの専門知識・技能を磨いた専任人材が揃っ

ており、運営面の迷いは少ない。一方、横串組織は、専門分野が多様な人材群を活用して、事業部以上

に創造性を発揮し、その成果を事業部に還元して製品訴求力の向上に寄与する必要があるため、運営は

難しい。 
本研究では、自部署の横串組織をケーススタディとして分析し、開発・設計系の横串組織における人

材の成長と運営の実践的な指針を示す。 
 

 
2. 先行研究 

イノベーションの父と呼ばれるシュンペーターは、イノベーションを「既存の資源の新しい組合せに

よる新しい価値の創造」[1]と定義し、『イノベーションのジレンマ』のクレイトン・クリステンセンは
「一見、関係なさそうな事柄を結びつける思考」[2]と表現した。実際、ニコンなどのメーカーが新たな
事業を創造する場合、既存技術を組み合せる、または既存技術に新規技術を掛け合わせる等、既存事業

のコア技術を連続的に活用することでイノベーションを生み出していることが分かっている [3] 。そし
て、イノベーション創出のため、横串組織によって組織のサイロ化を防ぎ、社内リソースを有機的に活

用することの重要性は頻繁に説かれており [4]、特に、多様なバックグラウンドをもつメンバーで構成
された多文化チームが、単文化チームよりも創造的な成果を生み出すと言われている[5] 。組織運営に
具体的なイメージを与えるコングルエンス・モデル[6]や、イノベーションに対する組織の限界値を定義
したルーンショット[7]など、組織に関する理論モデルも多い。 
また、イノベーションの基盤リソースとなる人材について、新規事業創出を目指す企業は、T型（特

定分野の知識をベースに周辺領域まで理解可能）やΠ型（複数の専門分野の基礎を持ち、T型よりも広
い視野を持つ）といった新結合に必要な広い知識・視野を持つ人材の育成・獲得に力を入れている[8] 。
さらに、企業組織の中で新規事業を立ち上げて活動する人材モデル、つまり企業内プロデューサー型人

材は、リーダーシップに代表される対人行動力と、豊かな人的ネットワークを有する傾向が強いことが

明らかになっている[9] 。 
 
このようにイノベーション創造に向けた組織や人材に関連する研

究は数多いが、技術革新（狭義のイノベーション）に適した人材の育

成や組織運営が適しているのか？その具体的な実装については論じ

られていない。そこで、本稿では筆者が所属するニコンの横串組織を

ケーススタディとして分析し、組織運営と人材育成に関して考察した。 
 
3. ニコンの横串組織 

図表 1に示すように、ニコンは事業部制を敷いているが、光学本部
に代表される複数の機能別組織が事業部を横断する形で存在する。著

者は、図表 2に示す光学本部シナジー推進部に所属しており、新規技
術開発や設計支援を通じて、複数部署に横串を通す役割を担っている。

横串を通す主な対象は、同じ光学本部内の各設計部であり、この設計

部は各事業部の開発部と製品モジュールごとに担当を分担している。 

図図表表 11  ニニココンンのの組組織織概概略略  

  出出所所：：岸岸本本 22002222  
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つまり、各事業部と連携する光学本部の各設計部に対し、シナジー推進部が光学本部内で横串を通す

ことで、結果として各事業部に横串を通すことを可能にしている。また、シナジー推進部は必要に応じ

て、先進技術開発本部や生産本部などの機能別組織や、栃木ニコンや NRCA などのグループ会社とも
連携する。社内リソースを頼れない場合は、社外組織とのオープン・イノベーションを活用する。 
本稿では、企画や営業、開発などのまったく異なる機能別組織に対して横串を通すプロダクトチーム

ではなく、著者が所属するような、同一機能で各事業部に対して横串を通す事業部横断型の横串組織を

調査対象とする。 

 
4. 分析結果 

4.1. 組織運営と成果の分析 

 図表 3に示すように、横串組織が複数の組織と連携することで、複数技術を応用・結合した新しい技
術を開発する。そして、その技術を関係する縦割組織（“光学本部の設計”や“事業部の開発”等の部

署）に提供する一連のプロセスは、部門間の壁を突破してシナジーを創出できたことを意味する。さら

に、開発された技術の普遍性が高ければ、多くの事業部などの縦割組織で活用されることになる。 
そこで、横串連携の多さと開発技術の質の関連を明

らかにするため、プロジェクト毎の横串連携組織と技

術提供組織を調査した。調査対象とした横串組織は、

技術開発・設計を担っている。また、技術開発する連

携組織や技術提供を受ける縦割組織の“業務内容”や

“組織図上の距離”が横串組織から離れるほど、大き

な係数（光学本部:1、事業部:2、関連会社:2.5、他社:3）
を掛けることで、連携・提供組織の“多さ”に“広さ”

の要素を加味している。 
その結果を図表 4に示す。横串組織は連携部署の広

さと技術提供を受ける事業部などの縦割部署の広さ

に、正の相関がみられる。一方、プロダクトチームな 図図表表 33  横横串串連連携携とと技技術術提提供供  出出所所：：岸岸本本 22002222  

図図表表 22  ニニココンンのの横横串串組組織織のの概概略略  出出所所：：岸岸本本 22002222  
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どの縦割組織の活動はある程度の数の部署と連携しているが、技術提供を受ける部署の数は横串組織ほ

ど広くない。これは、チーム活動の中で生まれる技術が特定製品に特化しており、広範な領域に影響を

及ぼさないことが原因と考えられる。 
 図表 4 の縦軸を横軸で割った値（技術提供部署の広さ／横串連携部署の広さ）を連携効率と定義し、
縦軸にプロットしたものが図表 5である。横串組織の連携部署が多いプロジェクトほど、技術提供部署
も広くなるが、その連携効率は低下していくことが見てとれる。一方、縦割組織の連携効率は横串組織

と比べると小さな値となっている。このことから、横串組織は縦割組織よりも影響範囲が広く、普遍性

が高い“横串的な成果”を生み出していると言える。 
 

 

 

4.2.人材の分析 

人材の能力・技能を可視化するため、著者オリジナルの能力マップを定義した。能力マップは、図表

6に示すように、縦軸を知識の深さ、横軸を知識の広さとしている。縦軸の知識の深さは、図表 7のよ
うにニコン社内での基準と似たレベル分けを採用し、5 段階で分けた。能力マップの下にバーが伸びる
ほど、知識・技能レベルが高いことを示す。横軸の知識の広さについては、製品カテゴリーで分けてお

り、左側がミラーレスカメラの交換レンズや顕微鏡対物レンズなどの量産品、右側が半導体／FPD露光
装置などの少量品に関する知識・技能となっている。ここで、知識の幅を製品カテゴリーで表したが、

これは上述のニコンにおける量産品と少量品では、生産数や製品要求精度、部品コストなどがオーダー

レベルで異なるためである。経営重心Ⓡ[10]上の距離も異なり、知識の幅を製品カテゴリーで表すのは
妥当だと考えた。 

調査では、横串組織に所属する 9名（メカ設計 6名、光学設計 3名）と光学本部の設計やプロダクト
チームなどの縦割組織に所属する 9名（メカ設計 6名、光学設計 3名）の合計 18名について、2年前
と現在の能力マップを作成した。なお、横串組織に所属する 9名は、2年前は縦割組織に所属していた。
横串組織に所属する 9名を図表 6A、縦割組織に所属する 9名を図表 6Bに示す。この能力マップから、
横串組織に所属している社員は、知識を広さ方向に伸ばす傾向が強いのに対し、縦割組織に所属してい

る社員は、もともと有していた専門知識をより深い方向に伸ばしていることが見て取れる。このことか

ら、I 型傾向の人材育成に適した縦割組織に対し、横串組織はΠ型人材の育成に適していることが分か
った。 

 
 さらに、この能力マップをスコア化したものを、図表 8に示す。スコアは、知識の深さのレベルに知
識の広さを掛けて算出した能力スコアを 2年前と現在で算出し、現在のスコアを 2年前のスコアで除し
て算出した。その際、知識の広さは、もともと専門とする製品カテゴリーを 1として、そこから 1マス
離れるごとに 0.1プラスした値としている。例えば、図表 6Aの社員 1Aは、2年前は、深さ 5×広さ 1
＝5、現在は深さ 5×広さ 1＋深さ 3×広さ 1.1＋深さ 1×広さ 1.2＋深さ 1×広さ 1.3＝10.8、スコア向
上率は 10.8/5=2.16と算出される。 

図表 9より、横串組織に異動した最初の 2年間については、縦割組織での 2年間よりも効率的に能力
を伸ばせることが分かった。 

 

図図表表44  横横串串連連携携とと技技術術提提供供のの関関係係  出出所所：：岸岸本本22002222  図図表表 55  横横串串連連携携とと横横串串効効率率のの関関係係  出出所所：：岸岸本本 22002222  
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図図表表 66AA  横横串串組組織織                                  図図表表 66BB  縦縦割割組組織織  

図図表表 66  1188名名のの能能力力ママッッププ  出出所所：：岸岸本本 22002222  
※プライバシー確保のため、一部、ぼかし処理済。 
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5. 考察  

これまでの調査結果をもとに、実際の企業での運営指針を考察する。 
 

5.1. 横串組織のプロジェクト運営 
図表 4と図表 5から、横串組織において、技術提供部署の広さと横串効率が高い値でバランスする目

安は、横串連携部署の広さが 5くらいだと分かる。このことから、横串組織の部署長は、他事業部にプ
ロジェクト参加を積極的に働きかけることで、組織の創造性を高めることができると言える。つまり、

積極性やコミュニケーション能力などのパーソナリティーを重視して、横串組織の部署長を人選するこ

とで、企業は横串組織に「イノベーションの創造機関」としての役割を十二分に発揮させることが可能

となり、組織間の壁を越えたイノベーション創出の一歩を踏み出せる。（図表 10） 
 
5.2. 横串組織の人材運営 
幅広い連携チームの編成に成功したら、全てのチームメンバーのハブとなる横串組織のメンバーが、

チームリーダーを担うべきであろう。さらに、このチームは自律分散型で運営することで、チームリー

ダーが状況を自分自身で判断できるような経験を多く積ませるべきだと考える。これは、世界最強の組

織と言われ、さらに人材育成に定評のある米軍海兵隊が、自律分散型チーム制を採用していることに由

る[11]。海兵隊は、現場の隊員に判断権を委ねることで、複雑な陸海空との連携作戦を遂行できる優秀
なリーダーを育てており、一般企業でも他部署連携能力や判断能力を高めるために採用すべき極めて優

れた組織運営法だと考えられる。 
本稿の人材分析から、技術開発を担う横串組織

に所属した社員は、様々な知識・技術を効率的に

吸収し、2年ほどの比較的短い期間で、Π型に育
つことが分かった。このことから、横串組織で自

律分散型チームを 2～3年率いてリーダーシップ
に優れたΠ型に成長した社員は、縦割組織に異動

することで縦割組織の創造性を高め、有機的なイ

ノベーション創造のネットワークを築くことが

期待できる。つまり、イノベーションのカタリス

トとして、広い知識と視野を持ちつつ、有機的な

ネットワークの形成により個々人が自発的に横

串を貫いていくことができるようになると推察

する。 
一方、2～3 年で横串組織の全メンバーを異動

させてしまうと、組織としてのナレッジの蓄積機

能が損なわれる、または組織文化が育ちにくい、

といったデメリットの発生が予想される。そのた
図図表表 1100  横横串串組組織織のの運運営営指指針針    

出出所所：：岸岸本本 22002222  

図図表表 99  1188名名のの能能力力ススココアア向向上上率率  出出所所：：岸岸本本 22002222  

R² = 0.7545
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図図表表 77   知知識識のの深深ささレレベベルル  

出出所所：：岸岸本本 22002222  
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め、メンバーをコアメンバーと流動メンバーに分ける人材運営が、このデメリット解消に適していると

考えられる。流動メンバーは 2～3 年で異動し、縦割部署におけるイノベーション創造のカタリストに
なる。一方、コアメンバーは 3、4 年以上、横串組織に在籍し、長期間にわたる開発案件に従事する。
そして、コアメンバーが暗黙知や組織文化の継承を担う。この 2分割式人材運用が横串組織には適して
いる可能性があるだろう。 
 
6. 結論と課題 

本稿では弊社横串組織をケーススタディとして分析することで、その効果的な運営方針を提案した。

今後は、今回得られた知見にコングルエンス・モデルなどのフレームワークを利用し、企業内での具体

的な組織運営の指針を策定することを予定している。 
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